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科学技術政策研究所は、第 5 回技術予測調査（1992 年発表）からデルファイ調査の担当機関と





























同研究プロジェクトを 2007 年 10 月～2008 年 3 月に実施した。 
 
共同研究において調査を実施するテーマは、両国で共通とし、フィンランド側と協議の上、テー
マＡ：高齢社会の健康と暮らし（Healthcare and wellbeing to prepare for aging society）、テーマＢ：
情報伝達手段の融合と利用環境（Consumers, Media and Digital Convergence）、テーマＣ：資源再

































































































































ここ 10 年、我が国の科学技術政策を取り巻く環境は大きく変化している。1995 年に制定された
「科学技術基本法」により、長期的視野に立って体系的かつ一貫した国家レベルの科学技術政策
が志向されるようになり、5 年ごとに科学技術基本計画（以下、基本計画）が策定されるようになった。
第 1 期基本計画（1996-2000 年度）には科学技術システムの改革が盛り込まれ、第 2 期基本計画
（2001-2005 年度）には、それに加えて、優先的に研究資源の配分が行われる重点 4 分野と、国の
存立にとって基盤的で国として取り組むことが不可欠な推進 4 分野が定められ、初めて科学技術
の重点化が行われた。第 3 期基本計画（2006-2010 年度）では、第 2 期と同様に政策課題対応型
研究開発において、研究資源が優先配分される重点推進 4 分野と、適切に配分される推進 4 分野 




日本では、国家規模の予測調査が 1971 年からほぼ 5 年毎に継続的に実施されてきた。第 7 回予
測調査(2001 年)までは、手法として、デルファイ法 1による予測調査（デルファイ調査）単独を実施
してきた。科学技術政策研究所は、第 5 回予測調査（1992 年）からデルファイ調査の担当機関であ
る。第 7 回予測調査までは、調査の結果は科学技術政策に示唆を与えるものであったものの、そ
の位置づけは曖昧であり、科学技術政策の立案の過程に深く関与することはなかった。 













                                                  
1 多数の専門家に同一内容のアンケートを繰り返し、前回の結果を提示して再考を求め、意見を収斂さ
せる手法。 
2 科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査、NISTEP Report No.94～99 （2005） 
3 UK Foresight, http://www.foresight.gov.uk/ 




日本では、次期の第 4 期基本計画（2011 年度-）策定のための議論が 2010 年頃から開始される





そのため、科学技術政策研究所では、2007 年に第 3 回予測国際会議 5を開催し、国内外の専
門家を集めて、今後の予測調査の方向性や意義についての議論を行い、新手法に対する概念構
築を図ることを試みた。 

























                                                  
5 第 3 回予測国際会議、2007 年 11 月、http://www.nistep.go.jp/IC/ic071119/conference-j.html 
6 長期的戦略指針イノベーション 25、http://www.cao.go.jp/innovation/innovation/index.html 










調査の対象テーマは、①テーマＡ：高齢社会の健康と暮らし（Healthcare and wellbeing to 
prepare for aging society）、②テーマＢ：情報伝達手段の融合と利用環境（Consumers, Media and 








図表 1-1 日本とフィンランドの調査のプロセス 
 
 
テーマ： Tekes と NISTEP で共通 

















図表 1-1 に示したように、まず、3 つのテーマ毎に、大学・公的研究機関および民間企業の研究






















テーマごとで、記述するタイムスパンの目安は、テーマＡおよびＢでは 2020 年まで、テーマ C では、






                                                  
8科学技術専門家ネットワーク 























































(1) テーマ名  「テーマＡ：高齢社会の健康と暮らし」 
(2) 社会目標  
全ての世代において、健康な者も日常生活に支援が必要な者も、誰でも自らが望むような社会
生活を営むことができ、孤立することなく安全・安心な社会を享受できる。 











































































































(1) テーマ名  「テーマＢ：情報伝達手段の融合と利用環境」 






(1) テーマ名  「テーマＣ：資源再利用による循環社会の構築」 
(2) 社会目標 ： 資源の安定確保と供給、そして究極の有効利用循環システムが全世界に普及し、
持続可能な低炭素社会が構築される。 





































































政策ビジョン (A, B, C)



























図表 1-3 調査実施プロセス概念図 


























































                                                  
9第 8 回デルファイ調査では、情報・通信、エレクトロニクス、ライフサイエンスなど 13 分野、130 領域（分野と個々の








































































































時間がとれないシナリオ作成や政策ビジョン案作成を依頼する等を 3 回実施した（図表 2-1-3）。 
これらは“宿題”として次回の会合までに事務局に提出され、次の会合では、委員全員から簡単
に意見のポイントを発表して貰い、発表内容に関して他の委員と意見交換をするための時間をとっ




































































































































































































































































＊これは第 1 回会合で事務局が提示したもの。図中の「2020 年に向けての社会目標」は、自立を強いるよ
うに思われるという多数の意見により、“共生”の観点を加えるなど大幅に修正された。 
図表 2-1-5 テーマＡの議論の出発点 









（敬称略、主査以下 50 音順） 
氏名 所属 サブテーマ分担 
杉井 清昌 セコム株式会社 執行役員 IS 研究所長 《主査》 (3) 
秋山 弘子 東京大学総括プロジェクト機構ジェロントロジー寄付研究部門 教授 (1) 
大渕 修一 東京都老人総合研究所 介護予防緊急対策室 室長 (3) 
岸    徹 前・科学警察研究所副所長 (2) 
田尾 陽一 工学院大学 技術者能力開発センター 客員教授、セコム株式会社顧問 (3) 
高杉 紳一郎 九州大学病院 リハビリテーション部 助教 (1) 
鷹野 和美 長野大学 社会福祉学部 教授 (3) 
並木 幸久 フィールファイン㈱ 取締役副社長 (3) 
奈良 由美子 放送大学学園 准教授 (1) 
藤原 広行 （独）防災科学技術研究所 防災システム研究センター 主任研究官 (2) 
松浦 弘幸 国立長寿医療センター研究所 長寿医療工学研究部 部長 (1) 
山本 修一郎 （株）NTTデータ フェロー システム科学研究所 所長 (2) 
サブテーマ：「(1)こころと身体の健康維持」、「(2)高齢社会の安全・安心」、「(3)地域の健康サービス（産業）の育成」 












































するテーマ数は、以降のプロセス等を考えると 3 テーマ程度まで絞ることが望ましい。 
 また、予測調査では、社会的な課題以外に科学技術の課題についても調査・検討をする必要が
あるので、テーマ別委員会以外に分野別の委員会の設置が必要である。その際、テーマ別委員




































































































 各課題の検討および作成は、主に第 2 回専門家パネル会合で行われた。検討の方法としては、
第 1 回専門家パネル会合で事務局から提出された第 8 回技術予測調査の結果を元にした形で行
われた。具体的には、第1回の会合後に事務局から各委員へ“宿題”として第8回の課題の評価お
よび新規課題の提案が依頼され、その結果を第 2 回会合までに提出してもらった。第 2 回会合で
はサブテーマごとに、課題の不足がないか、文言は適当か、回答者は回答しやすいか、等の検討
を行った。図表 2-1-8 に、最終的に作成された全 35 課題を示す。内訳としては、①第 8 回の課題
をそのまま再利用したもの（8 課題）、②一部修正し使用したもの（7 課題）、③新規に作成したもの

























































3 つ全てのテーマに対するのべ回答者数は 485 名で、その中でテーマＡの回答者は 199 名（テ
















予想されている 8 つの課題と、2020 年以内には社会適用を迎えると予想される 27 つの課題がある。





























































































































1位 2位 1位 2位
課題05：高齢者の脳機能の低下を抑制して認知症を防止するシステム 研究開発人材 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化
課題06：障害者、高齢者が能力を発揮し、快適に仕事ができる環境、労働支援技術 国プロ資金 人文社会系人材 規制緩和・強化 国プロ資金
課題10：院内感染を克服する予防技術 研究開発人材 国プロ資金 規制緩和・強化 産学官連携
課題13：認知機能の再生を実現する技術 研究開発人材 国プロ資金 国プロ資金 研究開発人材
課題01：高齢者に特有の、抗酸化機能・脳機能・咀嚼機能の低下を防ぎ、健康な高齢社会を食から支える食品と食
事法 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化 研究開発人材
課題02：脳血管性認知症や骨粗しょう症など高齢者に特有な疾患や症状の予防が可能となる、個人の体質や嗜好
に応じた機能性食品 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化 研究開発人材
課題12：体温や血流などの生体エネルギーを利用して半永久的に動き続け、健康状態のモニターやペースメーカー
のような生体機能補助を行うことができるシステム（医療チップ等） 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化 産学官連携
課題09：病気などにより会話や筆談などが困難な人の意思を脳活動から読み取り、他者との円滑なコミュニケーショ
ンを支援する技術 研究開発人材 国プロ資金 国プロ資金 規制緩和・強化
課題03：健康増進プログラムメニューと効果測定法の開発 研究開発人材 国プロ資金 規制緩和・強化 分野間連携
課題11：高齢者の行動を把握した上で、予防医学の見地から最適な運動やライフスタイルを推奨する非浸襲な生態
計測法 研究開発人材 公募型研究費 分野間連携 産学官連携
課題08：個人の価値観やライフスタイルにもとづいた高齢期のシミュレーションができ、各ライフステージで準備・利
用できる資源や制度についての情報を提供するシステム 人文社会系人材 研究開発人材 規制緩和・強化 人文社会系人材
課題04：食事をする際に簡易に食事の成分が各個人の体質や体調にどの程度適しているか確認できる検査システ
ム 研究開発人材 国プロ資金 産学官連携 規制緩和・強化
課題07：各個人の生活の質（ＱＯＬ）を相対的に評価し、ＴＯＰＩＸや日経平均株価のように現在の個人の経済状態、
健康状態、コミュニケーションなどの質を評価できる指標とシステム 研究開発人材 人文社会系人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題25：警察、消防、保健所、病院、学校など地域連携を取り入れた地域セキュリティシステム 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題24：自由に、安全に、安価にどこにでも行けるバリアフリーの交通手段 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 公共調達
課題21：防災・減災を考慮した高齢者が安心して住める住宅 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題20：高齢者や身障者が、食事、入浴、排泄、娯楽などを介助者なしに自ら行うことを支援するロボットや機器を
備えた住宅 研究開発人材 国プロ資金 規制緩和・強化 国プロ資金
課題18：障害者、高齢者の社会生活が格段に拡大する、高性能移動・歩行支援機器・システム技術 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 公共調達
課題23：高齢者を取り巻く支援者・家族・専門家のコラボレーションを円滑化することで孤立を防止し、状況変化に迅
速に対応できる見守りシステム 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題15：個人のすべての検査結果、病歴、投薬等の医療情報をカード１枚に蓄積し、利用できるシステム 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題19：防災、防犯、福祉、教育および世代間共生をキー概念として用いながら、当該地域にあった地域コミュニ
ティの形成に必要な指標とシステム 人文社会系人材 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題22：高齢者でも容易に緊急情報を入手でき、それに対応した行動を支援する地域環境 国プロ資金 人文社会系人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題27：高齢者の転倒防止技術 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化
課題26：高齢者や身障者が自由に安心して行動でき、かつプライバシーを侵害されないリアルタイムセンシングネッ
トワーク環境 国プロ資金 公募型研究費 規制緩和・強化 産学官連携
課題17：加齢等により通常の自動車を運転しにくい人のための運転操作支援システム 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化
課題16：病院受診に際して患者の様々な質問、要望に対応するホテルのコンシェルジュあるいはバトラーに相当す
る人材の育成 研究開発人材 人文社会系人材 人文社会系人材 規制緩和・強化
課題14：本人が失念したことをいつでも必要なときに提示できる記憶保証システム 研究開発人材 公募型研究費 ベンチャー育成
課題28：患者がどの医療等施設にいても最適な診療・ケアが受けられるように、地域で共同利用できる電子カルテ
基盤および標準化されたデータ構造を有する電子カルテの開発 国プロ資金 研究人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題32：在宅でプライマリケアを可能とする遠隔医療システム 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題30：限られた介護リソースを効率的に活用するためのスケジューリングや情報連携のシステム 国プロ資金 研究人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題29：防災、防犯、育児、介護支援機能に加え多様なサービスをユーザに提供する生活支援型ロボット等を活用
した家庭用セキュリティシステム 研究開発人材 公募型研究費 規制緩和・強化 産学官連携
課題33：申告制になっている高齢者に関する様々な公共のサービスの情報を個別に提供するシステム 国プロ資金 研究人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題34：日本全国レベルで利用可能な時間銀行（労力バンク）システムの整備 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 公共調達
課題31：高齢者を支える医療・介護システムに必要なエネルギーを地域で自立的に供給・管理するシステム 国プロ資金 研究開発人材 規制緩和・強化 産学官連携
課題35：ユーザである高齢者が技術開発に参加することで技術の利用を促進する開発者―高齢者ユーザ間ネット


























































































































から最大 3 つまで選んでもらった（「3-1 オンラインによるデルファイ調査」を参照のこと）。図表





















 本章の冒頭で述べたように、オンライン・デルファイの課題の検討および作成は、主に第 2 回専
門家パネル会合にて行われた。第 1 章で述べたように、第 1 回専門家パネル会合では、主に
2020 年の高齢社会における社会目標について議論を行っており、第 2 回でデルファイの課題を
検討することで、結果的に、高齢社会に関しより具体化した方向性の共通認識を得ることができた。


















































 シナリオ作成に先立って、検討資料として、「2020 年の日本は、初めて、75 歳以上の後期高齢




図表 2-1-12 シナリオ作成フォーマット 
 
(2) シナリオの内容 


























2020 年までに達成したい目標：80 歳、90 歳代の人口が急増する超高齢社会を迎え、(1)老い













































受けられるシステムの普及、個々人の 50 代以降の学習や体験が不可欠 
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まとめた政策提言(Executive Summary)、概念図をつけた、計 4 ページ程度の文書である。 
  政策ビジョンの検討を容易にするために、図表 2-1-16 に示した「政策ビジョン検討フレーム」
を使用した。検討フレームを用いた政策ビジョン案の作成は、各委員への“宿題”として、第3回会
合の終了後に作成が依頼された。シナリオやデルファイ調査結果を基にして、各マトリックスに該



















































































成を事務局が行い、第 4 回委員会で委員に提示し、承認された（図表 2-1-17）。政策ビジョンの
項目「社会目標」は、委員が作成したシナリオを基にして事務局が作成した。 
また、図表 2-1-18 に、図表 2-1-17 の政策ビジョンの概略をまとめた「政策ビジョンのまとめ」を
示した。さらに、図表 2-1-19 に委員が作成した用語解説を示した。 












































(3) 2020 年の日本のキャッチフレーズ） 
2020 年には、今後の日本を支えていく新しい科学・技術やビジネスをイノベーションする仕組みが
整い、将来の生活への不安感が減少する。 















































(1) テーマ名  「高齢社会の健康と暮らし」 














































(1) サブテーマ名  「こころと身体の健康維持・増進」 

















































































































(1) サブテーマ名  「地域の健康サービス（産業）の育成」 




















































































































選択科目とする。受講時期は 50 代が望ましい。 
課程内容ならびに課程終了後の活動を鑑み、市単位で設置し、教育施設は既存の建物を転
用する。 














②調整された 120 項目の数値を標準化し、標準化された各日本国民個人の ssh1、ssh2……、


















































































































































































































































日時：平成 20 年 3 月 17 日（月）13:30～17:30 
場所：霞ヶ関ビル 30 階 3026 号室 科学技術政策研究所会議室 
 
13:30     開会  
 
13:30-13:45  本調査の全体概要 
       （科学技術政策研究所 主任研究官 伊藤裕子） 
13:45-14:00  ワークショップの趣旨 
       （科学技術政策研究所 研究員 金間大介） 
 
第 1 部 高齢社会の健康と暮らし 
14:00-14:30  闊達たる人生 
       （「高齢社会の健康と暮らし」委員会 主査、 
セコム（株） 執行役員/IS 研究所長 杉井清昌 氏） 
14:30-15:00  ジェロントロジー ―長寿社会を支える学際科学― 
       （東京大学ジェロントロジー寄付研究部門 教授 秋山弘子 氏） 
 
15:00-15:20  休憩（コーヒーブレイク） 
 
第 2 部 企業の取り組み 
15:20-15:40  三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング（株）主任研究員 永嶋悦子 氏 
 
15:40-16:00   日興コーディアル証券（株） リテール事業推進部 次長 中田太治 氏 
 
16:00-16:20  （株）ジェイティービー(JTB) 広報室 広報担当部長 立川基久 氏 
       （株）JTB 法人東京 団塊・シニアマーケット開発企画室 海津智子 氏 
        
16:20-16:40  （株）ナムコ BFE ユニット 河村吉章 氏 
      
16:40-17:00  フィールファイン（株） 取締役/研究開発担当 並木幸久 氏 
        
17:00-17:30  総合討論 
       （チェア：杉井清昌 氏） 
 


























































































































② 第 2 回委員会では、デルファイ課題を選択し、その過程を通じて各サブテーマの観点から重
要な要因が何であるか議論した。社会的なデルファイ課題を設定したことにより、委員の認識
の共通化と同時に、技術進化と社会変化の関連を意識するのに有効に働いた。 
















































図表 2-2-１ テーマＢ「情報伝達手段の融合と利用環境」のパネル委員会実施手順 
第１回パネル会合







2007 年11 月12 日 ・デルファイ設問に関する議論と
最終選定。 

















2008 年2 月12 日 
ワークショップ 






















































































































































































 氏名 所属・役職 
主査 馬場 靖憲 東京大学先端科学技術研究センター教授 
委員 井村 亮 （株）日立製作所セキュリティ・トレーサビリティ事業部事業主幹 
委員 尾崎 一法 日興アントファクトリー株式会社社長 
委員 岸 眞理子 法政大学経営学部教授 
委員 七丈 直弘 東京大学大学院情報学環准教授 
委員 鈴木 幸一 （株）インターネットイニシアティブ代表取締役社長 
委員 中島 秀之 公立はこだて未来大学学長 
委員 中村 裕一 京都大学学術情報メディアセンター教授 
委員 林 紘一郎 情報セキュリティ大学院大学副学長 
委員 平原 正樹 （独）情報通信研究機構新世代ネットワーク研究センター 
委員 藤本 剛一 （株）スパイナルコード取締役 
委員 森田 正康 （株）ヒトメディア代表取締役 
委員 山形 浩生 （株）野村総合研究所社会産業コンサルティング部主任コンサルタント 















に亘る専門家集団、約 2000 名）に対してオンラインにてアンケート調査を実施した。 
 
調査期間： 2007 年 11 月 19 日（月）～11 月 26 日（月） 
対象者：  科学技術動向研究センター専門調査員 1879 名 
回答者数： 485 名（テーマ A：199 名、テーマ B：123 名、テーマ C：163 名） 
方式:    科学技術予測調査オンラインアンケート。 
 

































シャルメディアの観点では、「課題 14：IT の温暖化対策への活用」と「課題 13；行政サービス」が重
要という結果が出ている。また、ネットワークインフラの観点では、「課題 26：迷惑メールの追跡」、








図表 2-2-5  テーマ B 調査課題の技術的実現時期と社会的適用時期のアンケート結果 
No. 課題     
03 電子タグの付与により生産と流通が効率化され、同時に消費者側からのトレーサビリティも確立。     
06 我が国において、電子化されたカルテが全医療機関で共用され、健康管理、遠隔診断や遠隔手術など高度医療技術の発達。     
08 従来の企業の枠にとらわれない自律性をもった小規模な組織が、インターネットを介してプロジェクトごとに参集し、その終了
とともに解散するような、柔軟で機敏な組織活動が促進される。
    
02 スケジュール管理やデータベースアクセスを行う情報エージェント機能に加え、音声認識やあいまい検索機能等を盛り込んだ電
子秘書端末の一般化。 
    
07 複数の銀行・証券口座を一箇所で管理できるアプリケーションサービスが生まれたばかりの子供から大人まで浸透している。個
人資産運用が今より活発な社会。 
    
04 設計、開発、製造、運用、保守、廃棄などの生産活動を支援（最適化・効率化・許認可申請など）する高度なバーチャルマニュ
ファクチャリングシステムと運用システム。 
    
09 企業のビジネス・プロセスが、自社の枠を超え、顧客、サプライヤー、消費者、その他の利害関係者との協調や連携によって大
幅に拡張される。 
    
05 従来のお金と同様な信用性と匿名性をもち、かつ個人認証等のセキュリティ機能を持つ電子マネーの流通が日銀券発行量に匹敵
するようになる。 
    
01 法律家（裁判官、弁護士など）、医師、パイロットなどの専門職の仕事の５割程度を機械が代行しその効率が倍以上に改善され
る。 
    
13 セキュアなインターネットの活用により，役所窓口の各種手続きにおいて（印鑑証明や住民票等の）必要書類を軽減してオンラ
イン個人認証等で代用したり，投票所に足を運ばなくて良い電子投票システムを導入したりすることが一般化する。
    
14 IT による物流や生産の最適化を通じての無駄の軽減，ITS による交通渋滞の軽減など，様々な場面で IT が地球温暖化対策に貢
献する。 
    
15 英語のリアルタイムの会話の翻訳機能がすべてのテレビ番組で享受できる。     
16 人間の認識知識を蓄積し、画像や映像から 90%以上の精度で建物、人間、自動車などの多様なオブジェクトを認識できるシステ
ム。 
    
17 五感を用いた様々な入力手段を協調的に利用できるマルチモーダルなヒューマンインタフェース。     
19 イメージを言葉で与えれば、人間の感性に適した音楽や絵画を提示できる感性表現システム。     
18 必要な情報を断片的な事実や項目知識に基づいて理解しやすいストーリーに組み上げてくれる知識のレポジトリー・システム。     
11 個人の行動を音声・映像ですべて記録するライフログ実現と、必要な情報を瞬時に引き出すことのできる知識のレポジトリー・
システム。 
    
12 ネット上で個人の行動をほぼ完全に予測・代理実行できるエージェントの開発。     
10 五感を経由せず神経系に直結し脳と直接情報の授受を行うインターフェースの実用化。     
26 迷惑メールを出す人物・場所を完全に追跡し特定できるネットワークシステム。     
23 新聞紙を代替できるような柔軟性(薄く柔らかい)をもつポータブルな電子ディスプレイ。     
21 家庭、職場における多様な情報機器の操作手順が共通に管理され誰にでも円滑な運用が可能となる。     
20 必要な品質を有する通信機能を適切な価格で自動的に提供できるネットワークインフラ。     
24 裸眼で多視点から自然に観ることができる立体テレビ。     
22 処理能力当たりの消費電力が現在より 3 桁程度改善した高機能のコンピューターが利用でき、個人レベルで１PetaFlops 級の演
算能力が利用可能になる。 
    
25 網膜に直接映像を写すことのできるディスプレイ装置。     
29 ネットワークに流れる青少年等に有害なコンテンツ情報の内容を理解して自動的にチェックできるシステム。     
28 映像・音声のコンテンツから内容のメタデータ（情報に関するデータを表すデータ）を自動的に抽出する技術。     
30 過去数年～数十年分のテレビ放送や映画、音楽を検索、配信できる高精細動画配信システム。     
27 利用者・著作者双方にとって合理的な著作権管理システムが確立し、コンテンツの制作と流通が円滑に行われる。     
   
▲：課題 2、7、11、16、19、20、21、22、25、26、29 は、技術的実現時期と社会的適用時期が逆転している 











図表 2-2-6  各課題の重要度に関するアンケート結果（サブテーマ毎に重要度順） 
 
番号 課題     
06 我が国において、電子化されたカルテが全医療機関で共用され、健康管理、遠隔診断や遠隔手術など高度医療技術の発達。     
03 電子タグの付与により生産と流通が効率化され、同時に消費者側からのトレーサビリティも確立。     
04 設計、開発、製造、運用、保守、廃棄などの生産活動を支援（最適化・効率化・許認可申請など）する高度なバーチャルマニュファクチャリングシステムと運用システム。 
    
05 従来のお金と同様な信用性と匿名性をもち、かつ個人認証等のセキュリティ機能を持つ電子マネーの流通が日銀券発行量に匹敵するようになる。     
02 スケジュール管理やデータベースアクセスを行う情報エージェント機能に加え、音声認識やあいまい検索機能等を盛り込んだ電子秘書端末の一般化。     
09 企業のビジネス・プロセスが、自社の枠を超え、顧客、サプライヤー、消費者、その他の利害関係者との協調や連携によって大幅に拡張される。     
01 法律家（裁判官、弁護士など）、医師、パイロットなどの専門職の仕事の５割程度を機械が代行しその効率が倍以上に改善される。     
08 従来の企業の枠にとらわれない自律性をもった小規模な組織が、インターネットを介してプロジェクトごとに参集し、その終了とともに解散するような、柔軟で機敏な組織活動が促進される。 
    
07 複数の銀行・証券口座を一箇所で管理できるアプリケーションサービスが生まれたばかりの子供から大人まで浸透している。個人資産運用が今より活発な社会。     
14 IT による物流や生産の最適化を通じての無駄の軽減，ITS による交通渋滞の軽減など，様々な場面で IT が地球温暖化対策に貢献する。     
13 セキュアなインターネットの活用により，役所窓口の各種手続きにおいて（印鑑証明や住民票等の）必要書類を軽減してオンライン個人認証等で代用したり，投票所に足を運ばなくて良い電子投票システムを導入したりすることが一般化する。 
    
17 五感を用いた様々な入力手段を協調的に利用できるマルチモーダルなヒューマンインタフェース。     
16 人間の認識知識を蓄積し、画像や映像から 90%以上の精度で建物、人間、自動車などの多様なオブジェクトを認識できるシステム。     
10 五感を経由せず神経系に直結し脳と直接情報の授受を行うインターフェースの実用化。     
15 英語のリアルタイムの会話の翻訳機能がすべてのテレビ番組で享受できる。     
18 必要な情報を断片的な事実や項目知識に基づいて理解しやすいストーリーに組み上げてくれる知識のレポジトリー・システム。     
11 個人の行動を音声・映像ですべて記録するライフログ実現と、必要な情報を瞬時に引き出すことのできる知識のレポジトリー・システム。     
12 ネット上で個人の行動をほぼ完全に予測・代理実行できるエージェントの開発。     
19 イメージを言葉で与えれば、人間の感性に適した音楽や絵画を提示できる感性表現システム。     
26 迷惑メールを出す人物・場所を完全に追跡し特定できるネットワークシステム。     
22 処理能力当たりの消費電力が現在より 3 桁程度改善した高機能のコンピューターが利用でき、個人レベルで１PetaFlops 級の演算能力が利用可能になる。     
23 新聞紙を代替できるような柔軟性(薄く柔らかい)をもつポータブルな電子ディスプレイ。     
20 必要な品質を有する通信機能を適切な価格で自動的に提供できるネットワークインフラ。     
21 家庭、職場における多様な情報機器の操作手順が共通に管理され誰にでも円滑な運用が可能となる。     
24 裸眼で多視点から自然に観ることができる立体テレビ。     
25 網膜に直接映像を写すことのできるディスプレイ装置。     
29 ネットワークに流れる青少年等に有害なコンテンツ情報の内容を理解して自動的にチェックできるシステム。     
27 利用者・著作者双方にとって合理的な著作権管理システムが確立し、コンテンツの制作と流通が円滑に行われる。     
28 映像・音声のコンテンツから内容のメタデータ（情報に関するデータを表すデータ）を自動的に抽出する技術。     






























テーマ B 重要度 
0.50 1.00 1.50 2.00 
 
 
                                  
 (4) オンライン・デルファイ調査の結果についての議論 
第 3 回パネルにおいては、デルファイ調査の結果についての議論を行った。この中で、実現時
期に関して、デルファイ結果と委員との認識が一致せず、大きな議論となった。いくつかの課題の






























































                                  
2-2-3．シナリオ作成 
(1) シナリオ記述に関する議論 































○ 企業経営情報の統合により加速するグローバル化と経営判断の迅速化 （尾崎一法 氏） 






















































































































○ ソーシャルメディアの充実による社会の進化 （中島秀之 氏） 
今後重要となる要因： 























































○ インフラのダウンサイジングと人間的要素のギャップ （林 紘一郎 氏） 
ネットワーク・インフラについて重要となる要因： 














































































































































                                  
◆日時： 平成 20 年 3 月 18 日（火）13：30～17：30  参加人数：合計 24 名 





馬場 靖憲   東京大学先端科学技術研究センター教授 
14：00－14：45 「情報伝達手段の融合と利用環境に関する私見」 
原島 博     東京大学大学院情報学環教授  
15：00－15：45 「インフラのダウンサイジングと人間的要素のギャップ」 
林 紘一郎   情報セキュリティ大学院大学副学長・教授 
15：45－16：30 「How can RFID help People and be beneficial to Society」 
井村 亮   （株）日立製作所・理事、情報通信グループ事業主管 
東京大学大学院情報学環(特任)教授 
16：30－17：30 「科学技術予測調査結果および政策ビジョン案の報告および議論」 






























                                  
テーマＢ 政策ビジョン 
 




























































                                  
 















































(1) テーマ C の特徴 


























                                  
 今回のテーマを検討する上で次のものを参考資料とした。 
 





(2) テーマ C の実行プロセス 

























































                                  
(3) テーマ C の実施内容の概観 
① 議論の進め方 










































































































































技術的実現時期が 2011 年以降の課題 
z エネルギー 












・ (2014/2030) 海洋温度差発電 
・ (2015/2024) 電力の大規模な貯蔵(超電導、フライホイール、コンデンサ等)により、製造プロ
セスにおけるエネルギー使用を最適化する技術 
・ (2017/2026) 光をエネルギー源として炭酸ガスと水から直接プラスチックを合成する技術 
・ (2019/2029) 自然や生物の機構に学んだ、安全かつクリーンで、エネルギー効率が良く、コス
トパフォーマンスの高い製品・材料製造技術やシステム技術 
・ (2022/2034) 太陽熱を利用した超高温エネルギー用水素生産 
・ (2023/2035) 核燃料サイクルを含めた FBR(高速増殖炉)システム 
・ (2036/2040) 宇宙太陽発電システム 















                                  


















・ (技術的実現時期 2011/社会的実現時期 2019) ヒートアイランド対策としての地中冷熱利用技
術 
・ (2012) 排出インベントリーデータがモニタリングによって検証される 
・ (2014) 気候変動による温室効果ガスの自然的な発生と吸収・固定のメカニズムの解明 
・ (2014/2022) 砂漠における高効率な植生再生技術 
・ (2015/2027) CO2 分離・隔離・貯留技術 
・ (2019/2029) 地球規模のセンサーネットワークを用いた、農林水産生態系における主要元
素・物質循環モニタリングシステム 
・ (新) 酸性雨が動植物や生態系に及ぼす影響のメカニズムの解明 
・ (新) 走れば走るほど大気を綺麗にする自動車 






                                  






















て、設計した製品の LCA を算出する技術 

















                                  



















・ (2013/2021) 難分解性物質や有害物質も高効率に処理し、かつ発生する汚泥を 100％有効
利用して水処理からの廃棄物をゼロにするコンパクトな排水処理システム 
・ (2013/2027) 下水から河川に排出される内分泌かく乱物質への対応技術 
・ (2014/2023) 水利用・水質汚濁実態の地球規模観測（全球 1 キロメッシュデータ整備：河川、
湖沼、地下水、取水、排水、ダム堆砂、都市汚染、鉱工業汚染、天然化学物質などを含む） 










                                  

























以上の項目から、意見の多かったもの、重要と思われるものを 30 選定し、課題とした。テーマ C














                                  
図表 2-3-7 デルファイ課題 
テーマ C デルファイ課題 No 






7 核燃料サイクルを含めた FBR(高速増殖炉)システム  














































                                  
(3) デルファイ結果について 
 実施した調査期間は、2007 年 11 月 19 日（月）～11 月 26 日（月）、科学技術予測調査オンライ
ン・アンケートによる手法で実施。調査対象者は専門調査員 1879 名、回答者数は 163 得られた。
結果は、以下のようにまとめた。 
 
図表 2-3-8 デルファイ調査の設問と質問内容 
設問 No. 質問内容 
問 1 専門度 
問 2 重要度  (図表 2-3-9) 
問 3-1 問 4-1 技術と社会実現時期  (図表 2-3-10) 
問 3-2  技術実現のための政府関与の必要性 
問 3-3 技術実現のための要因と政府の取り組み 
問 4-2 社会実現のための政府関与の必要性 
問 4-3 社会適用実現のための要因と政府の取り組み 
問 5-1, 2, 3, 4, 5, 6 社会に適用された際に期待される効果 
























                                  
 
89 
図表 2-3-9  テーマ C 重要度 
No. 課題 テーマ C 重要度 
1 CO2 の分離・貯留・固定化技術  
8 建物レベルでの負荷抑制・高効率機器などによる超省エネルギー技術(2000 年度比 50%減)  
7 核燃料サイクルを含めた FBR(高速増殖炉)システム   
11 自然利用エネルギーを蓄積して安定供給できるシステム  
10 系統連携時の出力変動を補償した太陽光、風力による発電システム  
5 メタンハイドレートの採掘技術と利用技術  
9 高効率蓄熱材、マイクロコンプレッサーなどによる小型･高性能化技術や温室効果ガスフリーの冷凍技術による高効率ヒートポンプシステム  
12 木質チップなどのバイオマス廃棄物から燃料や工業材料を原油と同程度のコストで製造する  
3 すべての焼却炉に付設される低温廃熱の利用技術、熱電変換技術  
2 エネルギー効率がほぼ理論値に達している化石燃料による発電  
6 海洋温度差発電技術や潮汐発電技術とそれらの配電系統システム  
4 宇宙を利用した発電システム  
14 製造者責任が法的に規定され、使用材料のほぼ 100%がリサイクルされる設計・製造・回収・再利用システム   
13 レアメタルを含む製品の回収システムの構築による、溶融飛灰からの効率的な金属回収技術、焼却灰中の重金属低減技術およびスラグの利用技術  
15 易解体、リサイクル、リユースを考慮した建物の設計、施工技術  
17 汚染物質処理が短期間でできるバイオテクノロジー技術   
16 部品ごとの素材のデータベース（マテリアルフロー）化によるマテリアルフローの情報開示システム  
18 原子力及び放射性廃棄物の超安全管理・処理技術  
20 大気汚染排出ガスがゼロの自動車  
19 カーボンフリーである水素や電気エネルギーを用いた社会システム  
22 石炭、原油がクリーンに生産・利用される技術   
21 リスクコミュニケーション技法を用いて、環境とエネルギーに対するコンセンサスを得る社会システム  
28 全国に普及している水再生利用システム（下水、産業廃水、雨水）  
29 地球観測・気象調節，制御システムによる水資源の管理システム  
25 全国に展開されている汚泥減量化・有効利用システム  
24 農業用水が管理され、地下水を処理することなく飲用できる水利用システム  
27 高フラックス膜，耐汚染膜などを応用した省エネルギーかつ低コストである水分離・精製技術  
30 センシング技術やロボット化などによる無人緑化・修復技術  
23 バイオアッセイ、マイクロアレイなどの手法による安全性・微生物活性計測管理システム  
26 家庭の蛇口をひねると、水源地と放流河川の生映像が写し出され、水資源状況が確認できるシステム  
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2010 2015 2020 2025 2030
図表 2-3-10 テーマ C 技術的実現時期と社会的適用時期 
No. 課題  
 10 系統連携時の出力変動を補償した太陽光、風力による発電システム  
 9 高効率蓄熱材、マイクロコンプレッサーなどによる小型･高性能化技術や温室効果ガスフリー の冷凍技術による高効率ヒー トポンプシステム  
3 すべての焼却炉に付設される低温廃熱の利用技術、熱電変換技術  
12 木質チップなどのバイオマス廃棄物から燃料や工業材料を原油と同程度のコストで製造する  
2 エネルギー効率がほぼ理論値に達している化石燃料による発電  
11 自然利用エネルギーを蓄積して安定供給できるシステム  
1 CO2 の分離・貯留・固定化技術  
8 建物レベルでの負荷抑制・高効率機器などによる超省エネルギー技術(2000 年度比 50%減)  
6 海洋温度差発電技術や潮汐発電技術とそれらの配電系統システム  
5 メタンハイドレートの採掘技術と利用技術  
7 核燃料サイクルを含めた FBR(高速増殖炉)システム   
4 宇宙を利用した発電システム  
16 部品ごとの素材のデータベース（マテリアルフロー）化によるマテリアルフローの情報開示システム  
13 レアメタルを含む製品の回収システムの構築による、溶融飛灰からの効率的な金属回収技術、焼却灰中の重金属低減技術及びスラグの利用技術  
15 易解体、リサイクル、リユースを考慮した建物の設計、施工技術  
14 製造者責任が法的に規定され、使用材料のほぼ 100%がリサイクルされる設計・製造・回収・再利用システム   
17 汚染物質処理が短期間でできるバイオテクノロジー技術   
21 リスクコミュニケーション技法を用いて、環境とエネルギーに対するコンセンサスを得る社会システム  
22 石炭、原油がクリーンに生産・利用される技術   
18 原子力及び放射性廃棄物の超安全管理・処理技術  
20 大気汚染排出ガスがゼロの自動車  
19 カーボンフリーである水素や電気エネルギーを用いた社会システム  
26 家庭の蛇口をひねると、水源地と放流河川の生映像が写し出され、水資源状況が確認できるシステム  
23 バイオアッセイ、マイクロアレイなどの手法による安全性・微生物活性計測管理システム  
28 全国に普及している水再生利用システム（下水、産業廃水、雨水）  
27 高フラックス膜，耐汚染膜などを応用した省エネルギーかつ低コストである水分離・精製技術  
25 全国に展開されている汚泥減量化・有効利用システム  
24 農業用水が管理され、地下水を処理することなく飲用できる水利用システム  
30 センシング技術やロボット化などによる無人緑化・修復技術  
29 地球観測・気象調節，制御システムによる水資源の管理システム  



























ワークショップ開催 1 週間前までを目処とする。 
・ 最終原稿 




 シナリオは、現状分析、発展シナリオ、日本のアクション、の 3 章によって構成する。図表 2-3-12
にシナリオイメージ全体像を示す。詳細については以下のとおりである。また、シナリオの文量につ




















































2000    2005   2010   2015  2020 
 
  なお執筆に際し、NISTEP REPORT No. ９６、科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査
「注目科学技術領域の発展シナリオ調査報告書」を参考にした。 











































































































































































- 日本では今の水の需要は900 億トン。それが 820億トンに下がっている。人口が減る割合の
倍数で減っていく。2020 年には今のキャパシティで足りる。ただ、昔の施設の更新の問題は



































































































































ン案をブラッシュアップした。以下に第 4 回パネル会合で議論されたポイントを整理しておく。 
 
第 4 回会合では、これまでの合計 3 回の会議およびワークショップを踏まえて、次の案件につい
て議論した。 
1)  ワークショップ開催状況について 
2)  政策ビジョン案について 
3)  報告書案について 





























進的な技術を社会に広げていけばいいと思う。2008 年から 2012 年までの間の支援策がは
っきり言えば薄いのではないかと思っている。 
- 気になったのは 3 点。一つ目は、政策提言は 3 つに分かれていて、取るべきアクションがあ
り、そのための科学技術があり、そのあとで社会システムの話になっているが、科学技術の
記述の分量が少ないのではないか。2 点目は厳密な定義は必要ないが、ハードとソフトの定




































- ロードマップのところで 2020 年ごろにどうなっているか書くことになる。でも 2020 年と言えば、
12、13 年後のことだ。ユーザーとして世の中どう変わるのかを考えると、この建物もそうだが、
六本木なども 2020 年ではまだ変わらない。きちっとした設備であれば 20 年では変わらない。












将来を見据えた時に、2050 年に半分にすると言ってもかなり先の話なので 2020 年をまず考
えるのはいいと思う。それで社会で遅れているところが分かれば、それを踏まえて社会があ
るべきところにもっていけばいい。 





































再利用」の 3 テーマをひとつにして、次の項目を検討した。「水」に関しても同様に検討した。 






















































































































































































































































 本予測調査は図表 2-3-2 に示したフローに従って実施したが、その実施状況と今後の課題を運
営面、調査手法面についてそれぞれ図表 2-3-14、図表 2-3-15 に示す。 
 
図表 2-3-14 本調査の実施状況と今後の検討事項（運営面） 
























































 図表 2-3-15 本調査の実施状況と今後の検討事項（調査手法面） 















・ 事務局および委員から出された 97 課題




























































調査期間： 2007 年 11 月 19 日（月）～11 月 26 日（月） 
対象者：  科学技術動向研究センター専門調査員 1879 名 
回答者数： 485 名（テーマＡ：199 名、テーマＢ：123 名、テーマＣ：163 名）（回答率 25.8%） 






















































 図表 3-1-3～3-1-5 において、本調査で用いたテーマごとのデルファイ課題を示した。右欄には、
































5 高齢者の脳機能の低下を抑制して認知症を防止するシステム 一部修正 類似 



















13 認知機能の再生を実現する技術  類似 
２．高齢社会の安全・安心の確保   
14 本人が失念したことをいつでも必要なときに提示できる記憶保証システム 新規  




17 加齢等により通常の自動車を運転しにくい人のための運転操作支援システム 一部修正 ほぼ同じ







21 防災・減災を考慮した高齢者が安心して住める住宅 新規  




24 自由に、安全に、安価にどこにでも行けるバリアフリーの交通手段 新規 類似 




27 高齢者の転倒防止技術 新規 類似 











32 在宅でプライマリケアを可能とする遠隔医療システム 新規 類似 









図表 3-1-4 テーマ B デルファイ課題 
１．ビジネスの視点   









































２．ソーシャルメディアの観点   













場面で IT が地球温暖化対策に貢献する。 
新規  









19 イメージを言葉で与えれば、人間の感性に適した音楽や絵画を提示できる感性表現システム。 新規  
３．ネットワークインフラの視点   









23 新聞紙を代替できるような柔軟性(薄く柔らかい)をもつポータブルな電子ディスプレイ。 新規 類似 





25 網膜に直接映像を写すことのできるディスプレイ装置。 新規 類似 
26 迷惑メールを出す人物・場所を完全に追跡し特定できるネットワークシステム。 新規  
    













30 過去数年～数十年分のテレビ放送や映画、音楽を検索、配信できる高精細動画配信システム。 新規  
 116 
116
図表 3-1-5 テーマ C デルファイ課題 
１．エネルギー   
No 課題 
第 8 回との関係 フィンランド
側課題との関
係 
1 CO2の分離・貯留・固定化技術 一部修正  
2 エネルギー効率がほぼ理論値に達している化石燃料による発電 新規  
3 すべての焼却炉に付設される低温廃熱の利用技術、熱電変換技術 新規  
4 宇宙を利用した発電システム 一部修正  
5 メタンハイドレートの採掘技術と利用技術 新規  
6 海洋温度差発電技術や潮汐発電技術とそれらの配電系統システム 一部修正  
7 核燃料サイクルを含めた FBR(高速増殖炉)システム  既存  





10 系統連携時の出力変動を補償した太陽光、風力による発電システム 新規  





    














17 汚染物質処理が短期間でできるバイオテクノロジー技術  新規  
    
３．大気   
18 原子力及び放射性廃棄物の超安全管理・処理技術 新規  
19 カーボンフリーである水素や電気エネルギーを用いた社会システム 新規 類似 





22 石炭、原油がクリーンに生産・利用される技術  新規  
    
４．水   
23 バイオアッセイ、マイクロアレイなどの手法による安全性・微生物活性計測管理システム 新規  
24 農業用水が管理され、地下水を処理することなく飲用できる水利用システム 新規  









28 全国に普及している水再生利用システム（下水、産業廃水、雨水） 新規 類似 
新規  29 地球観測・気象調節，制御システムによる水資源の管理システム 














z 回答に要する時間を 1 テーマ当たり約 30 分と想定して設計した。 
z 回答者は、1 つ以上のテーマに回答をしても良いことにした2。 




























                                                  
1 ホームページはIDとパスワードで管理されている。 










(1) テーマ A 
  コメント 
最初は、本アンケートの性格を把握するのに手間取り、1 時間以上費やし終了できる見込み
がなく中止した。2 回目の挑戦で、未回答の部分もあるが 1 時間 45 分かかった。とても 30












































































































































































（敬称略、主査以下 50 音順） 
氏 名 所属・役職 （2007 年 10 月時点） 
《主査》 
杉井 清昌 
セコム株式会社 執行役員 IS 研究所長 
秋山 弘子 東京大学 総括プロジェクト機構ジェロントロジー寄付研究部門 教授 
大渕 修一 東京都老人総合研究所 介護予防緊急対策室 室長 
岸  徹 前・科学警察研究所副所長 
田尾 陽一 工学院大学 技術者能力開発センター 客員教授、セコム株式会社顧問 
高杉 紳一郎 九州大学病院 リハビリテーション部 助教 
鷹野 和美 長野大学 社会福祉学部 教授 
並木 幸久 フィールファイン(株) 取締役副社長 
奈良 由美子 放送大学学園 准教授 
藤原 広行 （独）防災科学技術研究所 防災システム研究センター 主任研究官 
松浦 弘幸 国立長寿医療センター研究所 長寿医療工学研究部 部長 
山本 修一郎 （株）NTTデータ フェロー システム科学研究所 所長 
 
○ テーマB 情報伝達手段の融合と利用環境
（敬称略、主査以下 50 音順） 
氏 名 所属・役職 （2007 年 10 月時点） 
《主査》 
馬場 靖憲 
東京大学 先端科学技術研究センター 教授 
井村 亮 （株）日立製作所 セキュリティ・トレーサビリティ事業部 事業主幹 
尾崎 一法 日興アントファクトリー株式会社 社長 
岸    眞理子 法政大学 経営学部教授 
七丈 直弘 東京大学大学院 情報学環 准教授 
鈴木 幸一 （株）インターネットイニシアティブ 代表取締役社長 
中島 秀之 公立はこだて未来大学 学長 
中村 裕一 京都大学 学術情報メディアセンター 教授 
林     紘一郎 情報セキュリティ大学院大学 副学長 
平原 正樹 （独）情報通信研究機構新世代ネットワーク研究センター 
藤本 剛一 （株）スパイナルコード 取締役 
森田 正康 （株）ヒトメディア 代表取締役 






○ テーマＣ 資源再利用による循環型社会 
（敬称略、主査以下 50 音順） 
氏 名 所属・役職 （2007 年 10 月時点） 
《主査》 
松野 泰也 
東京大学大学院 工学系研究科マテリアル工学専攻 准教授 
沖  大幹 東京大学 生産技術研究所 教授 
（株）日立プラントテクノロジー 環境システム事業本部 技術開発統括
部システム開発部 
森  直道 
大村 友章 三菱重工業(株) 技術本部 技術企画室 主席部員 
斎藤 健一郎 新日本石油(株) 研究開発本部 研究開発企画部 副部長 
本藤 祐樹 横浜国立大学大学院 環境情報研究院 准教授 
松縄 堅 （株）日建設計総合研究所 代表取締役社長 
加藤 忠利 トヨタ自動車(株) CSR・環境部リサイクル企画室 室長 
杉本 有司 エヌアールイーハピネス(株) 常務取締役 ソリューション事業本部長 
崎田 裕子 環境カウンセラー 






テーマ A： 第 1 回会合 2007 年 10 月 18 日（木） 
         第 2 回会合 2007 年 11 月 6 日（火） 
         第 3 回会合 2007 年 12 月 14 日（金） 
         第 4 回会合 2008 年 1 月 22 日（火） 
 
 テーマ B： 第 1 回会合 2007 年 10 月 25 日（木） 
         第 2 回会合 2007 年 11 月 12 日（月） 
         第 3 回会合 2007 年 12 月 13 日（木） 
         第 4 回会合 2008 年 2 月 12 日（火） 
 
 テーマ C： 第 1 回会合 2007 年 10 月 16 日（火） 
         第 2 回会合 2007 年 11 月 8 日（木） 
         第 3 回会合 2007 年 12 月 10 日（月） 
         第 4 回会合 2008 年 2 月 21 日（木） 
  
○ ワークショップ   テーマ A： 2008 年 3 月 17 日（月）（会場：科学技術政策研究所会議室） 
              テーマ B： 2008 年 3 月 18 日（火）（会場：科学技術政策研究所会議室） 















































奥和田 久美  科学技術動向研究センター長 
 
（調査運営他） 
光盛 史郎  科学技術動向研究センター上席研究官（2008 年 7 月 31 日まで） 
 
（テーマＡ担当） 
伊藤 裕子  科学技術動向研究センター主任研究官 
金間 大介  科学技術動向研究センター研究員 
 
（テーマＢ担当） 
藤井 章博  科学技術動向研究センター主任研究官（2008 年 3 月 31 日まで） 
市口 恒雄  科学技術動向研究センター客員研究官 
 
（テーマＣ担当） 
浦島 邦子  科学技術動向研究センター上席研究官 
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